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令和９年度概算要求の概要（老健局）

令和９年度概算要求においては、以下の事項を要求の柱とし、必要な予算を計上。

①介護保険制度改正を踏まえた対応
2040年に向けて、地域包括ケアシステムの更なる深化・推進、介護人材の確保、介護現場の生産性向上の推進、中山間・人口減

少地域での介護サービス提供体制の維持・確保の観点から、必要な制度改正のための法案を提出し、令和８年６月に成立。

制度改正の施行は、基本的に第10期介護保険事業計画が始まる令和９年度からとしているため、予算上も制度改正を踏まえ対応。

②令和９年度介護報酬改定の対応
経営の安定化に向けて介護職員等の処遇改善等に加え、昨今の物価の変動に適切に対応するため、経営状況等を踏まえた対応を

検討する必要があり、それに伴う介護給付費の財政影響への対応について、予算編成過程で検討。

③『「強く豊かな日本」投資枠』の活用・補正予算の当初予算化への対応（生産性向上・介護DX・施設整備・人材確保）
これまで補正予算で対応してきた
・介護現場の生産性向上の推進に向け、AI活用を含めた介護テクノロジーの導入等支援、
・介護分野におけるDXの推進に向けた、介護情報基盤等のシステム改修経費、
・国土強靱化実施中期計画等を踏まえた、介護施設等の災害対応拠点機能強化のための改修・大規模修繕等、
・中山間・人口減少地域等での訪問介護・ケアマネジメント等の提供体制等の確保支援
等について、投資枠を活用しながら、当初予算で必要な予算を計上。

④その他（地域支援事業・インセンティブ交付金・認知症施策の総合的な推進など）
令和８年度当初予算に引き続き実施する事業についても、第10期介護保険事業計画期間を見据え、必要な予算を計上。

【一般会計】 ※老健局計上分

令和８年度当初予算額 令和９年度概算要求
３兆４，７０２億円 ３兆５，７８７億円＋事項要求（＋１，０８５億円、＋３．１％）
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２ 事 業 の 概 要 ・ スキ ーム ・ 実 施 主体 等

１ 事 業 の 目 的

介護給付費負担金
老健局介護保険計画課（内線2160）

令和９年度概算要求額 2兆4,789億円（2兆4,736億円）（）内は前年度当初予算額

保険者（市町村（特別区、一部事務組合及び広域連合を含む。））における介護保険事業運営の安定化を図ることを目的に、介護保険法に
基づき、保険者に対し、介護給付及び予防給付に要する費用の負担を行う。

【事業の概要】
保険者に対し、法律に基づき、介護給付及び予防給付等に

要する費用の負担を行う。

実施主体:保険者（市町村（特別区、一部事務組合及び広
域連合を含む。））

負担割合:右図の通り

事業実績:交付先1,574保険者（令和７年度）

厚 生 労 働 省

（負担）
・施設等給付費15％
・その他20％

【事業スキーム】

保 険 者

【事業イメージ】

※1 施設等給付費（都道府県知事が指定権限を有する介護老人福祉施設、介護老人保健施設、
介護医療院、介護療養型医療施設及び特定施設に係る給付費）は国15％、都道府県17．5％

※2 低所得者の第一号保険料軽減措置分を除く
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２ 事 業 ス キ ー ム

１ 事 業 の 目 的

介護給付費財政調整交付金
老健局介護保険計画課（内線2263）

令和９年度概算要求額 6,789億円（6,771億円）（）内は前年度当初予算額

保険者（市町村（特別区、一部事務組合及び広域連合を含む。））における介護保険事業運営の安定化を図ることを目的に、介護保険法に
基づき、介護給付及び予防給付に要する費用の５％を総額として、各保険者（市町村）間における介護保険の財政調整を行うもの。

厚 生 労 働 省

【事業スキーム】

保 険 者

【事業の概要】
介護給付及び予防給付に要する費用の５％を総額として、

各保険者（市町村）間における介護保険の財政調整を行う。

実施主体:保険者（市町村（特別区、一部事務組合及び広
域連合を含む。））

負担割合:右図の通り

事業実績:交付先1,574保険者（令和７年度）

（交付）
・介護給付及び予防給付に

要する費用の５％
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２ 事 業 の 概 要 ・ スキ ーム ・ 実 施 主体 等

１ 事 業 の 目 的

介護保険の第１号保険料の低所得者軽減措置
老健局介護保険計画課（内線2160）

令和９年度概算要求額 595億円（595億円）（）内は前年度当初予算額

保険者（市町村（特別区、一部事務組合及び広域連合を含む。））における介護保険事業運営の安定化を図ることを目的に、介護保険法に
基づき、保険者に対し、低所得者の第一号介護保険料の負担軽減を目的とした介護保険特別会計への繰り入れ事業に対する負担を行う。

【事業の概要】
介護保険の第１号保険料について、給付費の５割の公費と

は別枠で公費を投入し低所得の高齢者の保険料の軽減を実施

実施主体:保険者（市町村（特別区、一部事務組合及び広
域連合を含む。））

負担割合:国１／２ 都道府県１／４ 市町村１／４

事業実績:交付先1,574保険者（令和７年度）

厚 生 労 働 省

（負担）
・低所得高齢者の保険料軽減に

必要な費用の50％

【事業スキーム】

保 険 者

【事業イメージ】

※1 施設等給付費（都道府県知事が指定権限を有する介護老人福祉施設、介護老人保健施設、
介護医療院、介護療養型医療施設及び特定施設に係る給付費）は国15％、都道府県17．5％

調整交付金
平均５%

27％

第２号被保険者の
保険料

国庫負担金
20％(※１）

都道府県負担金
12.5％（※１）

市町村負担金
12.5％

第１号被保険者の保険料
（平均23％）
※上記の一部を公費で負担
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介護保険の第１号保険料の低所得者軽減措置

○ 介護保険の第１号保険料について、給付費の５割の公費とは別枠で公費を投入し、低所得の高齢者の保険料の軽減を実施。

○ 市町村民税非課税世帯全体を対象として実施。（公費負担割合:国1/2、都道府県1/4、市町村1/4）

※具体的な軽減幅は各割合の範囲内で市町村が条例で規定

市町村民
税課税か
つ合計所
得金120
万円未満

・生活保護被保護者

・世帯全員が市町村
民税非課税の老齢
福祉年金受給者

・世帯全員が市町村
民税非課税かつ本
人年金収入等
82.65万円以下

世帯全員が
市町村民税
非課税かつ
本人年金収
入等82.65
万円超120
万円以下

世帯全員が
市町村民税
非課税かつ
本人年金収
入等120万
円超

本人が市町村
民税非課税
（世帯に課税
者がいる）かつ
本人年金収入
等82.65万円
以下

本人が市町村
民税非課税
（世帯に課税
者がいる）かつ
本人年金収入
等82.65万円
超

市町村民
税課税か
つ合計所
得金額
120万円
以上210
万円未満

市町村民
税課税か
つ合計所
得金額
210万円
以上320
万円未満

市町村民
税課税か
つ合計所
得金額
320万円
以上420
万円未満

市町村民
税課税か
つ合計所
得金額
420万円
以上520
万円未満

市町村民
税課税か
つ合計所
得金520
万円以上
620万円
未満

市町村民
税課税か
つ合計所
得金額
620万円
以上720
万円未満

市町村民
税課税か
つ合計所
得金額
720万円
以上

0.455

市町村民税本人課税市町村民税本人非課税で
世帯に課税者がいる

0.485
0.685

1.0
1.2

1.5

0.285

0.9

1.3

1.7

第1段階

第
2
段
階

第
3
段
階 第4段階 第6段階第5段階

第7
段階

第8
段階

第9
段階

市町村民税
世帯全員が非課税

0.69

2.4
2.3
2.1
1.9

第10
段階

第11
段階

第12
段階

第13
段階

（乗率）

（65歳以上全体の約３割）

（収入）

公費軽減後の最終乗率
標準乗率

低所得者軽減（公費）
（令和８年度予算:国費595億円）

令和６年度概算要求案
1,572億円（公費）、うち国費786億円介護保険の第１号保険料の低所得者軽減措置

令和９年度概算要求額
1,190億円（公費）、うち国費595億円
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【事業費の上限】
（１）介護予防・日常生活支援総合事業、特定地域居宅サービス等事業

「事業移行前年度実績」×「75歳以上高齢者の伸び率」
※ 災害その他特別な事情がある場合は、個別協議を行うことが可能

（２）包括的支援事業、任意事業
「26年度の介護給付費の２％」×「65歳以上高齢者の伸び率」

＋「社会保障の充実分」

２ 実 施 主 体 ・事 業 費 ・ 財源 構 成

地域支援事業（地域支援事業交付金・重層的支援体制整備事業交付金）

事業費

財源構成

（１）介護予防・日常生活支援総合事業、
特定地域居宅サービス等事業

１号保険料、２号保険料と公費で構成
（介護給付費の構成と同じ）

（２）包括的支援事業、任意事業
１号保険料と公費で構成
（２号は負担せず、公費で賄う）

（２）（１）

38.5%25%国

19.25%12.5%都道府県

19.25%12.5%市町村

23%23%１号保険料

－27%２号保険料

市町村

老健局認知症施策・地域介護推進課
（内線3986）

地域包括ケアシステムの実現に向けて、
高齢者の社会参加・介護予防に向けた取組、
配食・見守り等の生活支援体制の整備、
切れ目のない在宅医療と介護の連携及び
認知症の方への支援の仕組み等を一体的に
推進しながら、高齢者を地域で支えていく
体制を構築する。

１ 事 業 の 目 的

実施主体

令和９年度概算要求額 1,858億円＋事項要求 （1,807億円）（）内は前年度当初予算額

政令で定める事業費の上限の範囲内で実施
（各市町村の介護保険事業計画において地域支援事業
の内容や事業費を定める）

３ 事 業 内 容
事業内容 高齢者のニーズや生活実態等に基づいて総合的な判断を行い、高齢者に対し、自立

した日常生活を営むことができるよう、継続的かつ総合的にサービスを提供する。

（１）介護予防・日常生活支援総合事業、特定地域居宅サービス等事業

要支援者等の支援のため、介護サービス事業所のほかNPO、協同組合、社会福祉法人、
ボランティア等の多様な主体による地域の支え合い体制を構築する。あわせて、住民主体
の活動等を通じた高齢者の社会参加・介護予防の取組を推進する。

ア サービス・活動事業（第一号事業）
訪問型サービス、通所型サービス、その他生活支援サービス、介護予防ケアマネジメント

イ 一般介護予防事業
介護予防把握事業、介護予防普及啓発事業、地域介護予防活動支援事業、
一般介護予防事業評価事業、地域リハビリテーション活動支援事業

ウ 介護予防支援拠点事業

① 包括的支援事業

地域の実情に応じて必要な取組を実施。
・介護給付費等費用適正化事業
・家族介護支援事業（家族介護者の働き方の希望等に配慮した相談窓口の設置、企業や家族介護

者同士を含む地域全体でのネットワーク構築等を含む） 等

（２）包括的支援事業、任意事業

② 任意事業

地域における包括的な相談及び支援体制や在宅医療と介護の連携体制、認知症高齢者
等への支援体制等の構築を行う。

ア 地域包括支援センターの運営
介護予防ケアマネジメント事業、総合相談支援事業、権利擁護事業、
包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

イ 社会保障の充実
在宅医療・介護連携の推進、生活支援の充実・強化（家族介護者に係る地域課題への対応を

含む）、認知症施策の推進、地域ケア会議の開催

① 介護予防・日常生活支援総合事業

②特定地域居宅サービス等事業
給付の仕組みを活用してもなお、サービス提供体制の維持・確保に課題を抱える中山間・人

口減少地域において、市町村が、給付に代えて居宅サービス等を実施する。

事項要求

一部事項要求

事項要求
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３ 事 業 の イ メ ー ジ図
（１）事業の概要

頼れる身寄りがいない高齢者等にかかる地域課題の把握から解
決に向けた取組を実践することを目的として、一連の支援プロセ
スの実施に必要なストラクチャー（体制）を構築する市町村に対
して構築にかかる費用を支援する。

① 市町村・地域包括支援センターとの連携のもとで、一連の支
援プロセスを通じた地域課題に対応する地域づくりを推進す
る生活支援コーディネーター等加算 8,000千円

② 地域ケア会議における関係機関と連携した検討体制
(ｱ ) 他分野・他機関（例:法律専門職、金融機関、交通事業

者）参画促進加算 20千円/１回
(ｲ ) 他会議（例:成年後見制度に係る協議会）との連携体制構

築加算 300千円/1連携先 ※居住支援協議会との連携体制構
築はR7から加算。

(ｳ )  検討体制設置加算 833千円/1包括
（２）実施主体

市町村
（３）交付率及び事業スキーム

国38.5%（地域支援事業交付金。①に要する費用を地域包括支
援センターの運営として包括的支援事業（地域包括支援センター
の運営）・任意事業の上限額超過を認める個別協議を創設する。
②に要する標準的な費用を地域ケア会議推進事業に加算する（事
項要求）。）

２ 事 業 の 概 要 ・ スキ ーム ・ 実 施 主 体

頼れる身寄りがいない高齢者等への支援を強化するため、社会福祉法等の一部を改正する法律による介護保険法の改正において、地域
包括支援センターが頼れる身寄りがいない高齢者等からの相談に対応することを明確化するとともに、その生活課題について、市町村が
中心となって地域包括支援センター等の協力を得ながら「地域ケア会議」で関係者で協議し実効的な解決を進めることとしている。

こうした課題解決に向けたプロセスを実効的に進めるためには、地域包括支援センターが、多様な関係機関との連携を行いながら検討
を進めることが必要であり、必要な検討体制の構築を通じて関係者と協働し、自律的な支援プロセスを推進する市町村に対して、インセ
ンティブを付与する。

１ 事 業 の 目 的

頼れる身寄りがいない高齢者等に係る地域での実効的な課題解決の取組の推進
老健局認知症施策・地域介護推進課（内線3982、3986）

令和９年度概算要求額 地域支援事業1,858億円の内数＋事項要求 （－） （）内は前年度当初予算額

個別ケースからの課題把握

地域課題としての議論、
関係者のネットワーク構築

課題解決に向けた取組の実践

対応策の周知、フォローアップ、
評価など

【自律的な支援プロセスのイメージ】

①市町村・包括センターとの連携
のもとで一連のプロセスを推進す
るSCを包括センターに配置した場
合に加算

②地域ケア会議に
(ｱ)他分野参画、
(ｲ)他会議体と連携
体制を構築、(ｳ)
ワーキングを設置
した場合に加算

アウトプット評価を
推進

進捗評価を推進
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３ 事 業 の イ メ ー ジ図

（１）事業の概要
包括的支援事業（地域包括支援センターの運

営）・任意事業については、平成26年度の上限額
に65歳以上高齢者の伸び率を乗じた額の範囲内で
実施することとされている（原則の上限額）。

地域包括支援センター職員の処遇改善を行うこ
とにより包括的支援事業（地域包括支援センター
の運営）・任意事業の事業費が上限額を超える市
町村は、個別協議を行うことにより、当該事由に
よると認める上限超過承認額を原則の上限額に加
算することができることとする。

（２）実施主体
市町村

（３）交付率
国38.5%

２ 事 業 の 概 要 ・ スキ ーム ・ 実 施 主 体

市町村が地域包括支援センターに対して包括的支援事業（総合相談支援等）を委託する場合、専門職等の処遇の確保は市町村の委託内
容によることとなるが、市町村は包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）・任意事業の上限額の範囲内で委託する内容や費用額
を定めなければならないため、上限額が要因となって十分な処遇の確保がされないおそれがある。

地域包括支援センターの専門職等の人材確保は喫緊の課題であることから、市町村が、専門職等の処遇改善を行う場合、包括的支援事
業（地域包括支援センターの運営）・任意事業の上限額超過を認める個別協議を創設することにより、市町村の取組を促進する。

※ 令和８年度報酬改定における処遇改善加算の対象は地域包括支援センターの業務のうち報酬で賄われている介護予防支援及び介護予防ケアマネジメン
ト部分のみ。

１ 事 業 の 目 的

地域包括支援センターの人材確保のための処遇確保の取組の推進
老健局認知症施策・地域介護推進課（内線3982、3986）

令和９年度概算要求額 地域支援事業1,858億円の内数（－） （）内は前年度当初予算額

事
業
費
の
額

承認額

原
則
の
上
限
額

包括的支援事業（※）の従事者の賃金を更に引き上
げるための措置の実施。
※ 総合相談支援事業、権利擁護事業、包括的・継続
的ケアマネジメント支援事業

承認事由

常勤換算人数×月１万円×12ヶ月の範囲内で承認。
ただし、介護予防支援及び介護予防ケアマネジメントの処
遇改善加算を用いて処遇改善した額を控除する。

承認額

上限超過額を承認
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１．地域包括ケアの推進を図るため、以下の事業により市町村を支援する。
① 地方厚生(支)局主導・都道府県主導による支援パッケージを活用した伴走的支援の実施（全国２４か所）

・地方厚生(支)局・都道府県と連携し、市町村を支援する地域の有識者･実践者の支援スキル向上に資する研修も実施
② 自治体向け研修の実施（各地方厚生(支)局ブロックごと）
③ 地域づくり戦略や支援パッケージ(注)の改訂など地域づくりに資するツールの充実

（注）市町村等が地域包括ケアを進める際に生じる様々な課題を解決するための実施方法やポイントをまとめたもの。
④ 都道府県による市町村支援や厚生局による都道府県の後方支援の推進するための体制整備の方策等を検討
２．高齢者の生活支援を地域の多様な主体の共創により進めるプラットフォーム（生活支援共創PF)の運用・発展

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム

地域づくり加速化事業 老健局認知症施策・地域介護推進課
（内線3982）

令和９年度概算要求額 78百万円（76百万円）（）内は前年度当初予算額

【実施主体】
・国から民間事業者へ委託

【補助率】
・国10/10

【参考】
「全世代型社会保障構築を目指
す改革の道筋（改革工程）」
（令和５年12月22日閣議決定）

国
受託事業者
（シンクタ
ンク等）

３ 実 施 主 体 等

国

支援
チーム

受託事業者

厚 生
労働省

地方厚生
(支)局

有識者・
実践者

市町
村

伴走的支援連 携

委
託

ｽｷﾙｱｯﾌﾟ研修

都道府県

地域づくり戦略
支援パッケージ

ブロック別研修

受託事業者

厚 生
労働省

委
託

生活支援共創PF（全国版）

多様な分野の全国団体が高齢者
を支える生活支援の取組を共創

していく基盤

SC・多様な主体の交流や情報発
信を行うHP、シンポジウム

活性化

＜事業イメージ＞

 地域包括ケアシステムの深化・推進を図るため、市町村の地域づくり促進のための支援パターンに応じたパッケージを活用し、①有識者による市
町村向け研修（全国・ブロック別）や②個別協議を実施しているなど総合事業の実施に課題を抱える市町村への伴走的支援の実施等を行ってきた。

 令和５年12月７日に取りまとめられた「介護予防・日常生活支援総合事業の充実に向けた検討会における議論の中間整理」では、地域共生社会
の実現に向けた基盤として総合事業を地域で活用する視点から、地域の多様な主体が総合事業に参画しやくする枠組みの構築を行うこととされた。

 これまでの取組や検討会での議論を踏まえ、本事業をとおして総合事業の充実に向けた市町村の取組を一層推進していくために以下を行う。
① 伴走的支援を地域に根差した形で展開していくため、都道府県主導による支援及び全国８か所の地方厚生(支)局主導による支援・後方支援を行

う。市町村により近い存在として都道府県による市町村支援の体制の構築を進め、継続的な支援･連携につなげる。厚生局による都道府県の後方
支援を推進するための体制整備の方策等を検討し、地域レベルでの取組を一層促進していく。

② 市町村が多様な主体の参画による多様なサービス・活動の充実に向けて引き続き取組を進めることが重要、また、市町村の総合事業の基盤整備
を推進するため、都道府県が生活支援体制整備に係るプラットフォームの構築といったつながりづくり等の更なる支援を行うことが重要とされた
ことを踏まえ、これを広域的支援するため、全国版の高齢者の生活支援を地域の多様な主体の共創により進めるプラットフォーム（生活支援共創
プラットフォーム）の運用及び発展を図る。

１ 事 業 の 目 的
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○地域包括支援センターのICT等導入支援事業
①地域包括支援センターにおける介護予防サービス計画の検証のためのデータ連携や総合相談支援事業の

効果的な実施のためのデータ共有システムの構築に係る経費の助成
②その他センターの業務負担軽減（※テレワーク体制の整備も可能）やアクセスしやすい環境構築に資する

専門的支援及びICT・AI導入に係る経費の助成

２ 事 業 の 概 要 ・ スキ ーム

今後更に増加する認知症の方や、その家族、地域住民が、より⾧くいきいきと地域で暮らし続けることができるよう、認知症の方やその家族を含め
た包括的な支援・権利擁護を図るため、相談支援や関係者との連携調整を担う地域包括支援センターの体制整備を図ることが重要である。

令和５年介護保険法改正においては、地域包括支援センターが行う業務の標準化・重点化及びICTの活用など、その業務の質を確保しながら職員の
負担軽減方策を講じるため、①地域包括支援センターが行う包括的・継続的ケアマネジメント支援事業に介護予防サービス計画の検証を追加した上
で介護予防支援の指定対象を指定居宅介護支援事業者に拡大する、②総合相談支援事業の一部を指定居宅介護支援事業者等に委託可能とする措置を
講じたところ。

今回の介護保険法改正においては、頼れる身寄りがいない高齢者等に対する相談体制の充実を図るため、地域包括支援センターが頼れる身寄りがい
ない高齢者等への相談対応を行うことを明確化する措置を講じることとしており、住民を含めた地域の関係者との協働や多機関連携の役割を更に発
揮することが期待される。

本事業では、センターが行う総合相談支援事業等についてICT、AIやチャットボット等の活用などを支援し、センターの業務負担の軽減を進めなが
ら、地域の関係機関との連携の強化、多様な世代の家族介護者や地域住民がセンターにアクセスしやすい環境の構築を図ることで、センターが求め
られる機能を最大限発揮できる体制を構築することを目的とする。

１ 事 業 の 目 的 令和９年度概算要求額 2.4億円（─）（）内は前年度当初予算額 令和７年度補正予算額 29百万円

【実施主体】
 市町村

【補助単価・補助率】
 事業費4,500千円
 国２／３

【参考】
「経済財政運営と改革の基本

方針2023」
（令和５年６月16日閣議決定）
「全世代型社会保障構築会

議」（令和４年12月16日）

３ 実 施 主 体 等

＜事業イメージ＞ データ共有システムの構築、
ICT・AI活用による相談支援
業務の援助等による業務の効
率化の推進

地域の関係機関の情報共有
の推進による連携強化

オンライン相談の実施など、認
知症の人やその家族などを含
む多様な世代がアクセスしやす
い環境の整備

各市町村

地域包括支援センター
データ共有システム

の構築等

関係機関
ケアマネ
事業所

地域密型
事業所着

ブランチ

負担軽減・効率化に資するICT・AI導入

負担軽減・効率化に資するICT・AI導入

ブランチ

ｻﾌﾞｾﾝﾀｰ

Chatbot

地域包括支援センター等におけるICT等導入支援事業
老健局認知症施策・地域介護推進課

（内線3982）
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